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究の視点から１つのアプローチが可能となるで
あろう。
はじめに
社会科教育のなかで，「経済教育」の検討
は，他の地理教育および歴史教育にくらべて著
しくたちおくれているように思われる。その理
由としては，社会科という１つの教科のなか
で，「公民」分野の一部をなす「経済」関係領
域がそもそもどのような位置をしめるのかとい
う，カリキュラム構造にかかわる体系的な問題
がかならずしも明確ではない，という点による
ところが大きいが，それとともに，経済学研究
の方向からする「経済教育」に対する働きかけ
がこれまで不足で農あった，という事情も承すご
すことができない。いうまでもなく，中学・高
校における経済関係領域のカリキュラムが，経
済学研究のジュニア版である必要は決してない
が，しかしそれにしても，現場での「経済教
育」が，経済学研究の成果である，経済諸理論
の「体系性」そのものまでをも欠落させてよい
わけではなかろう。その意味では，経済学研究
において形成された，経済における「体系性」
認識を基礎にしながら，それを社会科の一環と
しての「経済教育」にどう生かしていくか，と
いうことこそ追求されるべき課題だと考えられ
る。
そこで本稿では，現在の中学校「公民」分野
の教科書を素材として，経済学研究の方向か
ら，そこにもりこまれ展開されている経済関係
領域カリキュラムについての「体系性」と「歴
史性」に関して，いくつかの検討をこころ糸て
ゑたい。そしてそのことを通して，現行・中学
「経済教育」の問題点のいくつかを摘出しつ
つ，「経済教育」の前進にたいして，経済学研
Ｉ｢経済学方法論」に関して
〔１〕現在，「経済教育」は「公民」という
分野において，主に中学３年で，中１．２で
の「地理」・「歴史」に続くものとして配置さ
れている。つまり，「地理」における社会の
「空間的」認識と「歴史」における社会の「時
間的」認識とをうけて，この「公民」分野は，
社会の「構造的」認識を深めることにその意義
があるわけであろう。そしてこの「公民」分野
は，さらに「政治」（｢法律」）・「経済」・
「社会」の３つの領域に区分されているのであ
って，この社会の「構造的」認識を，これら
「政治」・「経済」・「社会」の３側面から総
合的に確立することがめざされているとふてよ
い。
いま，「公民」の経済的領域を立入って承る
と，「経済生活」という大項目のもとに次の５
つのテーマからなっている。（もちろん各教科
書によって，名称および細部の構成においてい
くつかの相違はあるにしても，指導要領との関
連で，おおよそ同一の内容に集約される。）つ
まり，（１）「家計と企業」，(2)「価格と金融のは
たらき」，(3)「財政の役割」，(4)「日本経済の
現状と課題」，（５）「日本経済と世界経済」，と
（１）
なってし､る。これをさらに大きくまとめると，
結局①資本主義経済の基本的仕組み，②国家に
よる財政・金融の役割と機能，③日本経済の諸
問題，というように整理できる。したがって，
現行の中学「経済教育」はおおまかにゑて，以
上の３つのポイントにそって展開されているわ
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けであるが，ここにまず第１の大きな問題が生
じてきている。
〔２〕つまり，この３つのポイントは，承ら
れるように，かなり大きくその理論的抽象水準
をことにする領域であって，その相互関係をど
のように把握するかはそれほど単純な問題では
ない。例えば，①の資本主義経済の基本的仕組
承のなかに，②の国家の諸機能はどのように入
るのか，あるいは入らないのか－－逆にいえば
①から②はどのような筋ゑちをとおしてふちび
ぎだされるのか－とか，あるいは①での基本
的論理は，そのまま③の日本経済の現実の運動
の中に生きているのかどうか，などという問題
がただちにうかんでくる。具体的に，教室にお
いて中学生は，例えばつぎのような疑問をもつ
のではなかろうか。
すなわち一例として商品価格の問題を考えて
糸ると，①で展開される商品価格の決定方式と
は－つぎであつかうように－基本的に，そ
の商品に対する需要と供給とが一致したところ
で，自由な売手と買い手の競争によって決ま
る，というものだが，そのような価格決定方式
は，②や③の中にでてくる，インフレの問題や
「独占価格」における売手の方からする一方的
な価格決定方式と矛盾するのではないか，とい
うような疑問である。中学生にとっては，「①
と②．③ではまったく矛盾することがいわれて
いる」「ボク達が実際に知っているのは，むし
ろ②や③における独占価格なんだから，①での
自由価格は現実性のない無意味なしのではない
か」と感じられても当然であって，それはそれ
なりにあたっている。現実にいまの「独占資本
主義」の段階で，自由に需要・供給によって決
定される商品などはほとんどありえない。この
●
ような素朴な疑問に対して，教師は多分，「現
● ●●
実にlま，自由価格は存在しないけど，その基礎
●●●
には，需要・供給による価格決定方式はやlより
あるんだよ」という程度にしか答えようがない
ものと思われる。これでは生徒はますます混乱
するだけではないか。もちろん，これは教師の
力量不足だけによるわけではなく，まずなによ
りも，現行の教科書が，かなり抽象水準の異な
る教材を，特別な方法上の注意をはらうことな
しに，羅列的にカリキュラムに盛りこんでいる
からに他ならない。
いまの価格の問題は，「教材の抽象水準の相
違」のもつ問題点の一例にすぎないが，このよ
うな問題を解決して，生徒の頭に体系的に，各
教材間の相互関連を定着させるためには，教師
自身が経済学の方法論について正しい認識をも
つと同時に，教科書が教材の配列および教材間
の移行について，方法的な叙述を的確に盛りこ
んでいくことが必要だと思われる。したがっ
て，「教材の抽象水準の相違」の問題について
は，経済学研究の方向からする，つぎのような
方法論的成果だけは，最低限ふまえられるべき
であろう。
〔３〕この場合，需要一供給のなかで決定さ
れる自由価格は，「独占資本主義」段階で支配
●●
的となっている独占価格の基礎をなしていると
いってよく，その意味で，独占価格が成立した
のちでも，需給にもとづく価格の決定方式は否
定されるのではなくその底に存在していると考
えるべきだが，問題はこの「基礎をなす」とい
うことの具体的内容である。経済学研究では，
この「内容」を「原理論」と「段階論」あるい
は「現状分析」の関係として把握すべきことが
（２）
すでlこ明確にされてし､る。つまり「原理論」と
は，資本主義経済の各発展段階の底に共通に存
在している資本の一般的法則を原理的に展開す
るものであって，そこで理論化される法則性は
例えば「独占資本主義」段階にも基本的には生
きており，むしろその一般法則が，「独占資本
主義」に特有な諸現象から作用をうけながら，
「独占資本主義」段階において具体的に現実化
される，という関連となる。そして，このよう
な資本主義の歴史的発展段階（それには重商主
義段階一自由主義段階一帝国主義段階の３段階
がある）の経済的特徴を，「原理論」でつくら
れた法則を基準として，各発展段階に典型的な
ものとして解明する論理こそ「段階論」に他な
らない。したがって「段階論」では「原理論」
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的法則性がそのままあらわれるのではなく，そ
れが各発展段階の特殊性に媒介されて表現され
るわけだが，その場合にも，だからといって
「原理論」的規定がそこで修正されるわけでは
なく，むしろ具体化されるのである．この関連
を価格の決定方式にそくしてふれば，需給によ
って自由にきまる価格の決定方式はまさに「原
理論」次元でのあり方であるのに対し，独占価
格は，その「原理論」的な価格決定方式が，
「独占資本主義」段階に特有な独占体の行動様
式・経済構造によって媒介されたときにとる，
すぐれて「段階論」的次元のあり方だといって
よい。そのように考えられるとすれば，「段階
論」のなかで示される独占価格の決定方式は，
「原理論」においてあきらかになる，需給にも
とづく自由な価格決定方式と矛盾するのではな
いのであり，したがって後者はけっして無意味
で観念的なしのではないのである。さらに，こ
れら「原理論」・「段階論」をふまえて，特定
の時代の特定の国の資本主義のあり方を個別的
・具体的に分析する論理が「現状分析」といわ
れる理論領域であり，そこでは－例えば価格
の例をここでも使えば－日本の高度成長期の
物価決定の仕組承とか1970年代日本の狂乱イン
フレの構造などを，文字どおり具体的に解明す
ることが課題となろう。
以上のことをまとめると，価格の例を続けて
使うとつぎのようにいえる。つまり，「需給に
もとづく自由な価格決定方式」→「原理論」的
次元，「独占価格」→「段階論」的次元，「日
本経済の物価問題」→「現状分析」的次元，と
いう対応関係をなしており，それらは相互に重
層的に関連しているのであるから相互に矛盾す
るものではないということ，これである。この
点をさらに視野を広げてふると，現行カリキュ
ラムの３つのポイントである，①「資本主義経
済の基本的仕組承」，②「国家による財政・金
融の役割と機能」，③「日本経済の諸問題」は
それぞれ，①→「原理論」，②→「段階論」，
③→「現状分析」にかかわる問題として，明確
に区分しつつ，しかもその相互関係をあきらか
にしておく必要がある，ということになろう。
現行「経済教育」がその「体系性」および
「歴史性」をいちじるしく弱くしている，まず
第１の原因が，各教材間のこのような相互関係
がかならずしも明確にされないままにそれらが
羅列されている，という点にあるといってよい
ように思われる。
Ｉ「資本主蕊経済の基礎理論」に関して（１）
〔１〕現行「公民」の経済的分野のうち，
「資本主義経済の基礎理論」－いわゆる「原
理論」的領域一をなす部分としては，（１）「価
格の決定方式」，（２）「貨幣と金融の機能」，（３）
「企業と生産の仕組承」，（４）「景気の変動とイ
ンフレ・デフレ」などのものがあるが，つぎに
それらの個交の内容について立入ってゑていき
たい。全体を通してまずいえることは，個灸の
内容が多すぎ，したがってそれぞれの説明は簡
単にすぎて，きわめて不十分な叙述しか与えら
れていない，という点である。この点は，なに
も「経済教育」にとどまらない，現行の中学教
育全般にいえることであるが，しかし問題はこ
のような一般的なものにとどまらない。つま
り，このような問題点がここでは，「社会科」
という教科の生命ともいうべき，カリキュラム
の「体系性」をいちじるしく欠落させる結果に
つながっている，という点が特に重大であろ
う｡具体的にいえば,この(1)(2)(3)(4)の各部分で展
開される経済現象の相互関連や，それぞれの内
部でのいくつかの経済的要素の構造的関連が，
十分にはおさえられておらず，結局，個々の教
材のもつ歴史的意義などについては，ほとんど
有効な示唆がふられない，という他はないので
ある。以下，このような視点から，「資本主義
経済の基礎理論」というカリキュラムにともな
う問題点を，このＨでは「価格」（貨幣)と「企
業」の論点をとりあげ，つぎにＭで項を改めて
「金融」と「景気」の論点を具体的に検討する
こととする。
〔２〕まず第１に，「価格とその決定方式」
についてゑていくと，いくつかの現行教科書に
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の「均衡」価格は同時に「生産費｣プラス｢一定
の利潤」によって規制される価格であるともい
われるが，－それはあやまりではないが－
●●
その場合，需給に１，とづく市場関係で決定され
●●
た価格を，生産の過程で決定される「生産費」
をカバーする価格水準となぜただちに結びつけ
ることが可能なのか，明示的ではない。いいか
えれば，生産の面からする，その商品に必要な
社会的なコストが，どのような関連で，商品の
需給という市場の面によって確定されるのか，
という内的かかわりがはっきりしない，という
ことである。さらに第４に，「生産費」にプラ
スされる「あるていどの利潤」とはどのような
ものであり，またどのようにして決定されるの
かも明確にしておく必要があるであろう。そし
て第５に，最後に，このようにして決定をゑる
「均衡」価格は，資本主義経済の全体にとって
いかなる体系的意義をもつのかが説明されえな
い，という問題がある。日常的に，不断に変動
をくりかえす「市場価格」に対して，この「均
衡」価格が，どのような役割をはたし，それに
よって結局，資本主義経済の編成においてどの
ような作用をおよぼしているのかが解明されえ
ない，という他はない。
いうまでもなく，以上のような問題点を，現
行教科書のなかで全て解決すべきだといってい
るのでは決してない。そのような必要はない
が，ただそれにしても，需給によって表面的に
価格均衡をまず説明し，そのうえでそれとは関
係なく，「生産費」＋「利潤」の規定を外面的
にそれに接合するという，このような「価格の
決定方式」では，資本主義における価格決定の
特殊歴史的性格は全面的に欠落させられること
だけは否定できない。それは同時に，資本主義
的な「価格決定方式」についての論理的「体系
性」を維持しえない，ということでもあって，
問題はきわめて大きいといわねばならない。し
たがって，最低限，つぎのような論理的な筋道
だけは何んらかのかたちで，「価格とその決定
方式」というカリキュラムの中に組承入れられ
なければならないのではないか。
おいて細部の叙述に若干のちがいはあるものの
基本的には，ほぼ次のように説明されている。
すなわち，「ある商品に対する需要が多く，そ
れを満たすだけの供給がない場合には，価格が
上がるので，その商品を生産して利潤を得よう
とする人がふえ，生産がさかんになって，しだ
いに需要と供給とがつりあうようになる。その
うち，生産が多すぎて，反対に，供給が需要を
上まわるようになると価格が下がる。価格が下
がりすぎると，生産をしても利潤を得ることが
できないので，生産をへらしたりやめたりする
ものが出て，結局，また需要と供給とがつりあ
うようになる。こうして，長い期間を平均的に
ふると，価格は,……生産費や店の経費に,ある
（３）程度の矛Ｉ潤をｶﾛえた価格におちつくのである｡」
このように，「価格の決定方式｣は，基本的には
いわゆる需要・供給の法則にのっとっておこな
われ，しかもそのようにして決まった「均衡」
価格が，同時に，その商品の「生産費」＋平均
利潤からなる水準にもなっている，という具合
いに説明されるわけである。
さて，資本主義経済の原理的機構において，
商品価格が，このように商品に対する需要・供
給の運動をとおして決定されるということ目体
には問題はないにしろ，ただこのような説明だ
けによって「価格の決定方式」を，生徒に教え
ることになるとそこには次のような大きな問題
が残らざるをえない。まず第１に，このように
いわれるだけでは，資本主義においてはなぜこ
のような価格決定方式をとらざるをえないかが
明確にならない。つまり，資本主義では，貨幣
で商品を「買う」という行為なしには，商品価
格はなぜそれ自体で個別的に決定しえないのか
があきらかとはならないのである。つぎに第２
に，この「方式」は具体的にはどのようなプロ
セスで実現されるのかもわからない。このよ
うなプロセスは，現実的には，商品売買にとも
なう個々の価格変動とその調整の過程を媒介に
してしか形成されえないが，個々の商品売買と
一定の「均衡」の成立との，そのような内的関
係を示すことが必要であろう。また第３に，こ
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すなわち，まず(1)資本主義においては，あら
ゆる商品を能動的に購買しえるものとして「貨
幣」が存在（経済学研究の領域でいえば「価値
形態論」）することを前提としたうえで，つぎ
に(2)したがって商品は自分の価値を貨幣によっ
て現実的に購買されるという行為を通してしか
評価・確定しえない（｢貨幣の価値尺度機能｣）
ことを示しつつ，このような商品と貨幣からな
る売買関係こそ，需要（貨幣の側）と供給（商
品の側）の運動に他ならない（｢商品流通｣）こ
とをあきらかにする。そしてそのことを一般的
にふまえながら，(3)さらに，資本主義が個々の
資本の利潤をめぐる自由な競争によって編成さ
れていることにもとづき，個々の資本のそのよ
うな競争が結果的に，資本主義社会の各生産部
面への資本の適正配分を実現していく点を説明
し，それによって各々の資本が「平均利潤」を
獲得する（「利潤論」）とともに，そこでの価
格がそれに媒介されて「均衡」価格一「生産
費」（「費用価格」）プラス「平均利潤」の水
準におちつくこと（「生産価格論」）を示す。
そのことを通してはじめて，単なる需給関係で
決まったかにふえた「均衡」価格水準が実は，
生産面において決まる，「費用価格」（「生産
費」）プラス「平均利潤」の水準に他ならない
ことがあきらかとなる。結局，これらのことを
通し，需給を媒介とするこのような「価格の決
定方式」は，社会の全ての経済関係を商品と貨
幣の関係で処理する他はない，資本主義経済に
とって固有な方式に他ならず，したがってこの
「均衡」価格こそ，資本主義経済の全体を均衡
的・自律的に運動させていくための,1基準的な
調節価格であること，屯説明できるといってよ（４）
1,､のである。
〔３〕つぎに第２に，「企業と資本」につい
て検討してゑよう。現行教科書のこの点につい
ての説明を承ると，まず特徴的なのは，資本主
義経済の主体を，「資本」そのものとはちがっ
た，法人格としての「企業」として把握したう
えで，「企業」をおこし，運営していく財産・
「もとで」を「資本」としてとらえる傾向が強
い，ことである。したがって，その場合には
｢資本｣＝物，と承る視点が表面化しているわけ
で，たとえばつぎのようにいわれる。つまり
●●「だれで'(，自分の財産を資本として，自由に企
業をおこし，生産した物を売ることができる。
企業をおこす資本家は，資本をもとにして，労
働力を提供する労働者を雇い，利潤をあげるこ
（５）とをめざして商品を生産する」とか，あるし､は
もっと端的に「生産を行うためには…「もの』
と……『かね』が必要である。この『もの』や（６）『力』ね』を資本という」など。ふられるとおり
資本主義経済の主体が「企業」であるのに対し
て，「資本」はその「企業」を運営するために
必要な，「もとで」＝「財産」としての「もの」
や「おかね」なのであり，要するに「資本」は
●
一種の「物」ｌこされているといってよい。そし
て，このような「資本＝物」論は，さらに「資
本」を，「生産するためにはかならず生きた
人間がそのために働かなくてはならない」もの
としての「労働」や，「生産を行う」ために必
要な「土地」や「地下資源」のような「自然
（土地）」と平面的にならべつつ，その「資本
（７）・労働・自然をごあわせて生産の三要素とよぶ」
ような，いわゆる「生産の三要素」論ともつな
力rっている。要するに，「資本」を「生産の三
要素」の１つとして，「物」にそくして考えて
いることは明白なのであるが，このような把握
にはかなり大きな，かつ根本的な問題があるよ
うに思われる。
すなわち，このような「資本＝物」論では，
なによりも，資本主義経済の主体たる「資本」
の特殊歴史的性格が軽視され，ひいては資本主
義そのものの歴史性もあいまいにされてしまい
かねないといってよい。まず，「資本」が｢物」
ではないことは，例えばつぎのように考えただ
けでもあきらかたのではなかろうか。「資本」
を「物」と考えた場合，具体的には，それを機
械その他の生産された生産手段と承る見方とそ
れを貨幣と承る見方とが普通だが，まず「資本
＝生産手段」とふるにしても，機械などを利潤
をえるためにではなく，たとえば自分の家で家
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てどのようにして｢もうけ｣＝利潤が形成される
のかが明確にされる必要がある。それは単に，
資本家と労働者とが「共同」して生産をおこな
い，その結果の付加価値を両者が「利潤」と
「賃金」としてわけあう，というのではなく，
労働者はもらう賃金以上の価値を生産において
生承だしているからに他ならず，その差額が
「利潤」をなす。そしてこのような実質的不等
価交換が可能なのは，資本主義にあっては「労
働力」が商品化されているからであるが，さら
●●●
に，「労働力」をで'(>商品として売る以外に生
活の条件がないという，このような「労働力の
商品化」の基礎には，労働者が一切の生産手段
を失っているという，特殊歴史的な社会条件が
存在している。このようにして，「資本」が
「利潤」を生承だすものとして成立するために
は，まず特殊歴史的諸条件が不可欠なのであっ
て，資本主義経済では「どのようにして利潤が
生ゑだされるのか」という理由との関係で，
「資本」の成立の特殊歴史的性格を，中学生仁
の承こませなければならない。つぎに第２に，
「資本」とは何か「物」ではなく，一定の「関
係概念」に他ならないことを生徒に理解させる
ことが重要であろう。「資本」は，範式的に表
現すると,G-W<jfn…Ｐ…W-G'(G＝
貨幣，Ｗ＝商品，Ｐ、＝生産手段，Ａ＝労働力，
Ｐ＝生産過程，ダッシュは価値増殖を示す）と
かけるが，「資本」はまずＧとして運動を開始
しつつもその形にとどまるわけではない。むし
ろ，それがＷやＰｍ・Ａなどに形をかえつつ，
その過程で自立的な運動をしながら，最後に出
発点と同じ形のＧで，しかもＧ′として価値を
増殖してもどってくるのであるが，このような
循環運動の一部分だけとりだしてそれを「資
本」だというわけにはいかない｡そうではなく，
このように価値増殖を求めて自立的に－自己
の力だけによって－姿態変換をおこなう，価
値の運動体こそ「資本」なのであって，貨幣や
機械などの個交の「物」がそれ自体で「資本」
なのでは決してなく，このような運動の全体，
あるいはこのような運動の「関係」こそ「資
事に使うときにはあきらかに「資本」とはいえ
●
ない。したがって生産手段一般が即資本である
とはどうしてもいえない。また無理にそういっ
てしまえば，資本主義以前のどの社会にも多か
れ少なかれ生産手段が存在した以上，「資本」
はまったく超歴史的なものになってしまう。さ
らにまた一定額の貨幣をただちに「資本」とい
えないのい､うまでしない。どんなに多額の貨
幣も個人的に支出すれば「資本」ではないのに
対し，逆にどんなに少しの貨幣でも使い方によ
っては「資本」として機能しえる。このような
ことから，「資本」が「もの」や「おかね」な
どの「物」ではないことはいうまでもないが，
そうすれば「資本」を「労働」や「士地」とな
らべて「生産の三要素」の１つとすることもお
かしいことになる。そのことは，「資本」が，
「労働」や「土地」と対立する「物」でないこ
とからもすでにあきらかだが，ｔfしろ，「労働」
や「土地」もそれが「資本」によって使われる
ときには「労働力商品」や「土地資本」という
一種の「資本」にさえなるとゑてよい。
おおよそこのように考えただけでも，「資本
＝物」論はあきらかにまちがっていることが明
白だが，このような説明は，結局「資本」の特
殊歴史的規定一つまり「資本」は歴史上の一
定の時期に成立し，したがって一定の時期に消
滅するものだという性格一を全く欠落させる
ことになるとともに，「資本」とは即自的な
「物」では決してなく，一定の関係としてあら
われる「関係概念」に他ならない，という「資
本」に関する体系的理解をもおよそ不可能にす
るものだといわざるをえない。要するに現行教
科書の「資本」理解は，その「歴史性」と「体
系性」とをいちじるしく見失なっているという
他はないのである。
●
したがって，中学生の「資本」についての基
●●
本的理解を可能にするためには，経済学研究に
おいてすでに確立されている，つぎのような基
本線だけは，最低限なんらかのかたちで，カリ
キュラムにとり入れられるべきであろう。
すなわち，まず第１に，資本主義経済におい
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（８）本」に他ならないのである。その意味で|土，生
徒に対しては，「資本」とは「物」なのではな
く，それが成立する歴史的条件を前提としたう
えでの，「物」の特殊な「使い方」として，い
いかえれば「物」の運動を「資本」として展開
させる「関係」にかかわるものとして，「資
本」を把握させなければならないのではなかろ
うか。したがって第３に，これらのことを通し
て，現在の資本主義経済の主体は単なる法人格
としての「企業」なのではなく，「企業」とい
う形態をとおして活動している「資本」なので
あり，それ故「資本」が歴史的なものである以
上，資本主義経済も決して永久不変の経済体制
ではなく，世界史の１つの特殊歴史的な発展段
階にすぎないことも，中学生に理解ざせえるの
ではなかろうか。まさに「資本」の理解は，資
本主義の「歴史性」に対する理解とつながって
いるのであり，この点は，資本主義という，生
徒のくらしているその社会そのものを歴史の中
で相対的に把握することによって，それは変え
ようとすれば「変革」しえるものなのだという
ことを認識させる意味でも，きわめて重要な論
点だと思われる。
し，物価も下がる。生産者は生産しても利潤を
あげることができず，企業は生産規模を縮小し
たりつぶれたりする。……こういう状態が不景
気である。不景気がつづくと……生産は低下す
るが，やがて供給が不足し，需要が供給にくら
べて相対的に高まってくると，物価も上がる。
これが生産を拡大させ，景気は回復する。／こ
のように，資本主義経済は，好景気（好況）と
不景気（不況）とが交互に現われ，波をえがく
曲線のような形で発達してきた。不景気が急激
におこると，企業がつぎつぎに倒産し，おおぜ
いの失業者が出ることがある。これを恐慌とよ（9）
んでし、る。」
承られるように，現行教科書においては，景
気変動をおこす要因は，結局，「需要一供給」
の関係に求められ，特に，生産の一時的な「拡
●●● ●●●
大のしすぎ」とか「縮小のしすぎ」というよう
●●●●
な，いきすぎの問題にポイントカミおかれる傾向
が強い。そのような意味から，要するに，資本
主義経済における景気変動の究極の原因は，そ
のような需給のアンバランスに集約される，資
本主義経済の「無政府」性一無計画性におかれ
ることになっているといってよい。したがっ
て，このような現行カリキュラムの景気変動把
握に対してはつぎのような問題点を指摘しない
わけにはいかない。
まず第１に，このような把握では，景気変動
の原因を結局，商品経済一般のなかに求めるこ
とになってしまい，資本主義経済に固有な景気
変動の原因が明確にされない。いいかえれば，
景気変動が資本主義経済に特有な現象であるか
ぎり，その原因は，資本主義経済に固有な特殊
性との関連でつかまれなければならないが，そ
のような視点は示されていないのである。第２
に，そのことによって，景気変動の特殊歴史的
な性格も結局あいまいにされる。つまり，景気
変動の原因が，単なる需給の関係の中に埋没さ
れる傾向が強いため，景気変動は，商品と貨幣
が機能し，需要と供給の運動が生じるところに
一般的に展開されるものと承なされ，景気変動
の資本主義経済との内的関連が不明確にされて
Ｍ「資本主義経済の基礎理論」に関して（２）
〔１〕つづいて資本主義経済の基礎理論に関
する第３の論点として「景気変動」の問題を，
経済関係カリキュラムにおけるもう１つの論点
である「金融」とのかかわりで検討しておくこ
とにしよう。さて，この「景気変動」について
現行カリキュラムではほぼつぎのように説明さ
れている。それは基本的には，生産の拡大と縮
小が商品の需要と供給にアンバランスを生じさ
せ，それをポイントとして景気の上がり下がり
が発生し，その結果，景気に波ができる，とい
うものであり，ある教科書では例えばこのよう
にいわれる。「資本主義経済では，人々の経済
活動がさかんで，商品の需要が高まっていると
●●●●●
きＩこは，利潤を多く得ようとするあまり，とも
●●●
すれば生産力:拡大しすぎる。そうすると，商品
の供給がふえすぎ，やがて売れゆきがにぶる
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●●●●●●●
どのようにして，景気変動が生じるのかについ
ての，最低限の「体系的」展開は必要なのでは
なかろうか。このような点からすると，現行
「経済教育」における「景気変動」の叙述には
景気変動の必然性に関する一貫した説明はふら
れないのであり，したがって景気変動について
の説明の「体系性」が欠落させられているとい
わねばならない。このことから必然的に，第２
に，景気変動にともなう「歴史性」が見落され
るという問題が生じる。景気変動の必然性が体
系的にあきらかにならない以上，当然，景気変
動が，資本主義経済という特殊歴史的な生産様
式に特有な現象であるという点も明確にはなら
ない。したがってそうであれば，景気変動をな
くすためには，そもそも資本主義経済をなくさ
なければならないこと，逆からいえば，資本主
義経済を変革することによって，恐慌・不況・
失業・生活苦というかたちで，様々な不幸と悲
劇を働く人々にもたらす景気変動を解消できる
のだ，という現実を，生徒に認識させることは
不可能となる。中学生に対して社会科をとおし
て認識させなければならない最大のポイント
は，資本主義社会も，これまでの社会同様に，
歴史上の１つの社会にすぎないのであり，した
がってやがて新しい社会体制へ変化していくで
●●●● ●●●
あろうし，また変化させていくことができる
●●●
一一かならずしも変化させるべきだというので
はないにしろ-－－という点であるように思われ
るが，この「景気変動」についての教科書の叙
述からはそのような配慮は全く承られないので
ある。このように，現行教科書には｢景気変動」
に関する「歴史性」の欠落が承られるという他
はない。
〔２〕そのような意味からすれば，以上のよ
うな「体系性」と「歴史性」をあきらかにする
ためには，経済学研究の方向からする，「景気
変動」に関するつぎのような論理は，最低限，
カリキュラムのなかに盛りこまれる必要がある
ように考えられる。まず第１に，資本主義経済
における景気変動の原因＝「必然性」は「労働
力の商品化」という点にあることが明確にされ
しまう。第３に,現行教科書のような記述では，
景気変動のプロセスにはたす「金融」の特殊な
作用はまったくあきらかにされないことが問題
であろう。具体的にいえば，もし金融の機能を
通じる，資本運動に対する「利子」の規制がな
ければ，景気変動の波もまとまった形では形成
されない，といっても決していいすぎではない
ほど，「金融一利子」の問題は景気変動過程に
とって不可欠なものなのである。したがって，
現行教科書のように，景気変動を，需給を通す
生産の動きだけから説明しようとするのはあき
らかに事態の半面にしかふれていないという他
はない。さらに第４に，景気変動プロセスにお
ける「恐慌」の位置づけが明確ではない。はた
して「恐慌」は「不景気が急激におこる」局面
といっていいのであろうか。そうではなく，
｢恐慌」とは｢好景気」の絶頂にただちに接続す
る時期なのであって，「好景気」のあと「不景
気」になる，そのなり方が「急激」であること
によって「恐慌」が発生するわけではない。い
ずれにしても，「恐慌」が全体としてかなり軽
く処理される傾向が否めないのであり，したが
って景気変動過程における「恐慌」の重要なは
たらきが正しく位置づけられているとは思われ
ないのである。
このようにふて承ると，現行カリキュラムに
おける「景気変動」のあつかい方については，
全体としてつぎのような大きな問題があること
がわかる。つまり第１には，景気変動が生糸だ
される必然性をあきらかにする，という論理的
な「体系性」が欠落している。もちろん，中学
の教科書で，経済学研究でおこなわれているよ
うな細かい立入った議論をすべきだ，といって
いるわけではない｡あるいは,経済学研究のダイ
ジェスト版を教科書にもりこめといっているの
でしたい。その必要はないが，しかし中学の教
科書で景気変動を説明し，しかも，「資本主義
経済は，好景気と不景気とが交互に現われ，波
をえがく曲線のような形で発達してきた」とし
て，景気変動を資本主義経済に特徴的なものと
●●
して示そうとする以上,資本主義経済ではなぜ，
村上・中学「経済教育」の問題点 7３
ねばならない。つまり資本主義においては，本
来「物」ではなくまして「商品」ではない，人
間の主体的生命活動としての労働が，「労働力」
という商品として売買されており－これは労
働者が一切の生産手段を所有しないため，「労
●●●
働力」をでも商品として売らなし､かぎり生活が
できない，ということによるのだが－，しか
もこの労働力こそ資本が利潤を生糸だす源泉で
あるのだが，労働力がこのように単なる「物」
ではなく，したがって自由に生産できないもの
であることにより，資本にとっては，この「労
働力」は自己の運動の展開に対応して自由に量
的調整のできない商品となっている。そうであ
れば，資本の蓄積が拡大する好況期には，資本
の拡大に労働力の供給がやがておいつかないこ
ととなり，当然労賃が上昇することによって利
潤率は低下せざるをえない。このような「労働
力商品」の特殊性にもとづく，労賃上昇→利潤
率低下，こそいわゆる「恐慌」をもたらす根本
原因なのであり，この「恐慌」を準備する「好
況」も，「恐慌」のあとに続く「不況」も，こ
のような労働力をめぐる需給運動→労賃の運動
→利潤率の変化，というプロセスにもとづいて
（10）
基本的に生ZAだされていくわけである。したが
って，現行カリキュラムのなかでも，以上のよ
うな具体的説明ではないにしろ，景気変動をも
たらす原因が，単なる商品需給のアンバランス
や生産の「いきすぎ」にではなく，「労働力」
という商品の特殊性にもとづくことだけはふれ
ておくことが不可欠であろう。また第２に，こ
のことが明確になれば，景気変動が資本主義経
済に対して特有なものである，という点も同様
に示されることになる。なぜなら，景気変動の
必然性を「労働力の商品化」にもとめるなら
ば，この「労働力の商品化」は，他のいかなる
経済体制にもふられない，資本主義経済の基本
的特徴であるかぎり，景気変動が資本主義経済
にとって固有なものであることは疑問の余地な
くあきらかにされるから，である。したがっ
て，景気変動の必然性の解明という，論理的な
「体系性」の確保は，とりもなおさず景気変動
の「歴史性」を確定するということにつながっ
ているのである。そして第３に，以上簡単に説
明した，好況→恐慌→不況→好況という景気変
動を周期的に生jZKだしていく要因としては，労
賃一利潤率の関係を軸にしつつも，もう１つ銀
行利子という「金融」の問題が不可欠であるこ
とが押えられなければならない。例えば，好況
末期において，労賃上昇によって利潤率が低下
しても，そこに利子率の上昇が介在して，利子
率が利潤率を上回る，という事態が生じなけれ
ば，「恐慌」がぼっ発するわけではないし，又
不況末期から好況中期にかけて資本の蓄積が有
利に，活発にすすむためには，利潤率に比較し
ての，利子率の低位という条件がなければなら
ないのであり，いずれにしても景気変動過程に
おいて，「金融」の問題は決定的な作用をIまた（11）
すのである。その点でI土，現行カリキュラムの
「景気変動」においては，景気変動をもたらす
３つの基本的ファクターである，「労賃」・「利
潤率」・「利子率」のうち，「利子率」は完全に
脱落しているのであるが，それは単に教科書の
説明が簡単すぎるという技術的な問題にとどま
らない，説明の仕組承そのものにかかわる「体
系的」な問題だとふる他はない。したがって景
気変動において，利子率という「金融」の問題
が大きなポイントをなすことと，その利子率の
景気変動過程における大まかな変動の特徴だけ
は，最低限教科書にもりこまれるべきだと思わ
れる。
〔３〕最後に，１．１をまとめて「資本主義
経済の基礎理論」に関する問題点を整理してお
こう。さて，この「基礎理論」に関する，現行
「経済教育」のあり方の基本的問題点は，第１
には説明の「体系性」が欠けているということ
であり，第２にはその「歴史性」がきわめて弱
い，という点である。この点はすでに具体的に
ゑてきたところだが，実はこの「体系性」と
「歴史性」の２つのポイントを欠いているとい
うことは相互に関連しあっていて，もとをただ
せばメダルの表裏の関係にある，という認識が
重要であろう。立入っていえば，教科書の教材
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の重要性がつぎのように立入って説明されてい
く。つまり，「今日では，財政は，その金額も
ひｃように大きく，国民経済のなかで重要な地
（14）
位をしめるようになっている」とし､われるので
ある。
このようにふると，現行教科書における「財
政」の説明は，まず第１に「財政」とは，国民
生活の向上のために国家がおこなう経済活動で
あること，第２に，しかもその「財政」活動は
一般的に国民経済の大きな部分を構成している
こと，第３に，そして現代では，特に国民生活
の質量的規模の拡大にともない，この「財政」
は量的にも増大しつつ国民経済で重要な役割を
はたしていること，の３つのポイントからなっ
ているとゑてよい。つまり，現行カリキュラム
の｢財政｣に関する叙述の主眼は，なによりも，
「財政」とは国民生活の向上のために－した
がって資本家とか労働者とかという階級分化に
かかわるのではなくあくまで｢国民一般｣のため
に－あること，を生徒に理解させ，そしてそ
のことを前提として，現代資本主義においてこ
の「財政」が膨張しているのは，他でもない，
国民生活からする「財政」に対する必要度が高
まっているからであり，その点では，「財政」
の膨張は国家の「福祉活動」の増大を意味する
のだ，ということを生徒に認識させようとする
側面にある，と考えられる。要するに「財政」
＝国民生活向上のための活動，というロジック
であり，「財政」の非歴史的・非階級的把握だ
という他はない。
〔２〕現行教科書の「財政」に関するこのよ
うな把握視点およびその説明については，つぎ
のようなかなり大きな問題がただちに指摘でき
る。まず第１に，これでは，そもそも「財政」
活動の政治的本質が全面的に脱落させられる。
たしかに「財政」は現象的には，「収入」の獲
得と「経費」の支出という経済的活動からなっ
●●●●●
ているｶﾐ，それが国家による経済的活動である
かぎり，国家の政治的機能と無関係なわけはな
い。そうではなく，国家は本来政治的な機関な
のであり，その政治的機能遂行の物質的裏づけ
を通して，ある経済的事象・運動を，その原因
・プロセス・意義のそれぞれについて有機的に
把握するということこそ，その経済的対象を
｢体系的」につかむということに他ならないが，
そのようにしてその対象が「体系的」に解明さ
れるということは，その対象を全面的・構造的
に分析しえたということを意味する。そして対
象を全面的・根底的に把握するということはと
りもなおさず，その対象の存立根拠とその歴史
的制限性をしるということでもあって，結局，
経済的対象を「体系性」において解明するとい
うことは，その対象の「歴史性」をあきらかに
することをも意味しているのである。逆にいえ
ば，その対象を「歴史的」なものとして把握し
て，その限界を知るためには，その対象の運動
法則を「体系的」に認識する必要があるのであ
り，その点で「歴史性」は「体系性」を前提に
してしか成立しないといってもよい。いずれに
しても，現行カリキュラムは，一面では「体系
性」を欠くが故に「歴史性」が軽視されている
し，他面では「歴史性」が弱いが故に｢体系性」
を喪失している，という悪循環におちいってい
るのであり，その点できわめて重大な問題をか
かえていると考えざるをえないのである。
Ⅳ「財政論」に関して
〔１〕現在の「経済」関連カリキュラムのな
かで，「財政」の問題は「金融」とともに，量
的にはかなりのスペースを占め，質的にも全体
のなかで比較的重要なウェイトをなしていると
いってよい。たとえば，この｢財政｣について，
「国民経済に大きな役わりを果しているものに
は，企業と家計のほかに国や地方公共団体の財
（12）政ｶﾐある」というかたちで，「財政」の国民経
済に対する意義の大きさが強調されている。そ
してそのような視点にたちつつ「財政」の定義
を，「国や地方公共団体は，租税などによって
収入を得て，それを資金として，国民生活を向
上させるうえに必要な，いろいろの仕事を実施（13）
するために支出する。これを財政とし､う」とし
て与え，そのうえで現代経済における「財政」
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として経済的活動をなすのであるから，「財政」
という経済現象も政治的機能を必然的にまとっ
ていることになる。したがって，現行教科書の
ように，「財政」を経済的側面にだけ解消して
その政治的機能を落すことによって，「財政」
を国民生活の向上のための活動に一般化するこ
とは，「財政」の本質とその「歴史性」とを著
しくゆがめてしまうことになろう。いずれにし
ても，「財政」は，一般的に「国民生活の向上
」に結びつくのではなく，それが本来政治的機
能とは分離できないものであるかぎり，「国民
生活」に対しても，その階級・階層のちがいに
応じて質的に異なった作用を果す他はないので
ある。つぎに第２に，以上のような「財政」の
本質に対する不十分性と関連して，現代資本主
義における「財政」の質量的意義の重要化の，
原因と歴史的意義についても，現行教科書のこ
のような説明では，生徒に大きな誤解を植えつ
けることになりかねない点が問題であろう。つ
まり，カリキュラムでいわれているように，現
代「財政」の膨張および「財政」の役割の拡大
を，単に「国民生活の向上」のための国家活動
の増大に一面的に結びつけてしまうと，現代資
本主義にはたす「財政」の決定的意義は完全に
ふすごされてしまう。現代資本主義における
「財政」規模の増大＝役割の拡大は，まずなに
よりも現代の資本主義が，国家のおこなう財政
・金融の政策によって根本的に援助されなけれ
ば，自己自らの力ではもはや自立的に運動して
いけなくなったという，現代資本主義の歴史的
位相にかかわることなのであって，直接「国民
生活」の面からする国家財政に対する需要が高
まったことをただちに意味するのではない。し
たがって，現代資本主義における「財政」の役
割の増大は，「国民生活の向上」が原因なので
はなく，あくまでも現代の資本主義を体制的に
維持していくために必要とされたものであっ
て，この「財政」の拡大の，「歴史的」および
「階級的」性格が十分にふまえられなければな
らないが，この点が現行教科書の展開ではまっ
たく不十分なのである。第３に，教科書のよう
な説明であれば，結局，「財政」＝国民生活向
上の活動→国民生活のための国家活動の拡大→
「財政」規模の拡大→国民の租税負担の増大の
不可避性，というロジックで，「財政」膨張の
ための資金増大を国民の租税負担の増大とただ
ちに結びつけてしまい，したがって｢財政膨張」
＝「高福祉」＝「高負担」というイデオロギー
を容易に，生徒にの承こませるという結果にな
りかねない。しかし，このロジックは「まやか
し」なのであって，すでに承たように，「財政」
の膨張が「国民生活の向上」にただちに結びつ
かない以上，「財政膨張」はけっして国民の｢高
負担」に直接結びつけられてはならないのであ
るが，現行カリキュラムにおいては，このまち
がったロジックを，中学生の頭にたたきこむ作
用を果していると感じられてならない。
以上をまとめると，現行カリキュラムの「財
政」に関する説明においては，１つには，「財
政」の本質およびその膨張の原因についての，
いちじるしい非「歴史的」把握と，もう１つに
は，「財政」の一般的役割と現代財政における
意義の増大についての，いちじるしい非「階級
的」把握，という点に大きな問題点があるよう
に思われる。したがって，経済学研究の方向か
らする，「財政」の本質と，現代資本主義と｢財
政」の関係についての，つぎのような成果だけ
は，「財政」関係のカリキュラムにその基礎と
してふまえられなければならないであろう。
〔３〕まず第１に「財政」の本質を｢歴史性」
の視点から明確にする必要がある。つまり，資
本主義「財政」の本質は，単に「国民生活の向
上」を目的として中立的に存在する点にではな
く，資本主義国家としての政治機能をはたすた
めの，公権力体＝国家の経済活動，という点に
こそあることがしっかりとおさえられなければ
ならない。その場合，資本主義も１つの階級社
会である以上，資本主義国家は支配階級の利害
を基本的に守り，現体制秩序維持のために政治
活動をおこなう他はなく，したがってそのよう
な国家活動の「物質的裏づけ」として展開され
る「財政」も，必然的に政治的作用をもたざる
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（１５）をえないわけである。例えば，国家ｶﾐ遂行する
「財政」の具体的動き１つひとつ－－予算の編
成・実行・経費の支出・租税体系の構成など
－－が国民の各階級・階層にちがった作用をも
たらすわけであって，「財政」における負担者
と受益者との関係は決して一様ではないといっ
てよい。したがって，「財政」をめぐって生じ
るそのような利害の階級的不均衡性を無視し
て，「財政」の本質を，「国民生活の向上」の
ための国家活動に一般化してしまうことになれ
ば，中学生生徒に対し，単にあやまった現象を
教えてしまう結果になるだけでなく，それを通
して，国家の「財政」活動に対する正しい批判
の眼をもくもらせてしまうことになりかねな
い。
中学「経済」関係カリキュラムの一部をなす
「財政」領域の目的がなによりも，「財政」と
●●● ●●●●●●●●は何をめざし，だれのために，どのような仕組
承で，展開されているかについての正しい視点
を生徒に与える点にあるとすれば，それを可能
にするためには，複雑な「財政」機構や制度の
叙述はともかくとして，最低限，「財政」の本
質と目的だけは，生徒に正しく認識させるべき
であろう。要するに，資本主義「財政」の本質
は，資本主義社会を維持するという点以外には
ありえない一一良くし悪し<も――ことを，生
徒の頭に理解させることが，不可欠なのであ
る。
つぎに第２に，現代資本主義において，これ
まで以上に「財政」および「金融」が質量的に
重要の度あいを増していることについては，現
代資本主義がいわゆる「国家独占資本主義」と
いうかたちをとるに至ったことと必然的に関連
している。つまり，現代資本主義における財政
膨張は，単に国民生活の規模と深度と質が拡大
し，それにつれて国家活動も増大した，という
理由から生じているのでは決してなく，むしろ
それは，国家独占資本主義という現代資本主義
が川はや自律的な発展の動力を失なって,様々
な国家の活動を不可欠の要因としないかぎり，
資本主義として自らを生存させていけないよう
な危機的段階に到達したことに帰因している。
立入っていえば，現代では，資本主義は資本だ
けの力によっては１つの社会を「組織化」しえ
なくなって，むしろ資本が「国家」に対して社
会統括の権限を委譲し，そのことを背景として
国家が資本主義社会を「組織」しているのであ
るが，国家によるその資本主義社会「組織化」
の基本的手段h;)方策こそ｢財政｣であり｢金融」に他ならない。現代資本主義における財政膨張
の根拠はまさにこの点にこそあるのである。
具体的にいえば，国家は，自律性を失なった
現代資本主義の存立を支え，対社会主義との関
係で体制を維持していくために，一面では，財
政スペソディングを通して社会全体の有効需要
を調整することによって，経済の成長・安定を
はかり，他面では，国内の反体制運動を抑制す
るための様灸な社会保障政策を通じながら政治
的安定化をめざすのであり，総体として，資本
主義社会の「組織化」を意図しているわけであ
るが，そのような諸政策展開のために，その軸
点をなす「財政」は必然的に膨張せざるをえな
い。その点からふると，現代資本主義における
財政膨張は，あきらかに，単に「国民生活の向
上」という非「歴史的」かつ非「階級的」原因
によるのではなく，現代資本主義が特殊な発展
段階に位置する，という「歴史的｣な条件によっ
て決定されているのである。したがって，その
具体的叙述には工夫が要するが,それにしても，
現代資本主義の「歴史的｣特徴にもとづいて｢財
政」の膨張が生じているのだという，「歴史的」
視点だけは，最低限，現行カリキュラムのなか
で保持されることが必要であるということにな
ろう。
本来，「財政」の問題は，それが国家のあり
方と必然的に関連するものである以上，生徒に
その「本質」や「現代的特質」をのふこませる
ことはかなり困難だが，「財政」論を単なる租
税の分類などの説明におわらせないためには，
財政現象の「階級性」と「歴史性」とをある程
度あきらかにすることは欠かせないのであり，
たとえ困難でもその道は避けるわけにはいかな
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いように思われる。 側面とを区別しようとする視点はほぼうかがわ
れないという他はないのである。
〔２〕では，「日本経済論」領域にかかわる
現行カリキュラムのこのような把握方法が,い
かなる問題点をもっているかを，つぎに立入っ
て検討していこう。まず第１に，明治以降の日
本経済の発展過程に対する総体的評価について
だが，現行教科書では，資本主義というかたち
による日本経済のこれまでの産業化＝工業化の
道一一特に1955年以後の｢高度成長｣の過程一
を基本的にプラスの価値観でとらえているとい
ってよい。もちろん，産業化＝工業化の過程が
日本資本主義の発展において全体的にゑて必然
的なものであったにしても，例えばいわゆるあ
の「高度成長」が日本経済の政策選択として適
当であったか否かは意見のわかれるところであ
ろう。それは，「高度成長」によって受けた，
国民の諸階層の利害を具体的に考える場合に,
明白になるのであって，一方に，「公害問題｣,
「インフレ問題」，「過疎・過密問題」などと
の関連で，「高度成長」によって大きな不利益
をうけた多量の階級･階層が存在することがあ
きらかであるとともに，他方で，この過程で政
府の手厚い方策をうけながら，大きな経済力を
確立した少数の独占資本があったことも事実な
のである。したがって，日本経済の「発展」を
基本的に「プラス」としつつ，ただそこにいく
つかの「問題」もある，という教科書のような
楽観的見方は，いちじるしくバランスを欠いた
見方なのであって，この「発展」によって失な
われたものの質的重要さを決して軽視してはな
らないといえよう。ここでは，１つの経済的事
実が，資本主義経済にあっては，階級・階層間
に異質な作用・影響・帰結をもたらす，という
「階級的」－「社会的」認識が，決定的に承お
とされているように思われる。
つぎに第２に，現行教科書の指摘する日本経
済の「問題点」があまりにも羅列的であり，そ
の相互関係が説明されていない点が問題であ
る。たしかに，ここで指摘される３つの「問題
点」（①農工格差，②産業規模別格差，③地域
Ｖ「日本経済論」に関して
〔１〕現行教科書のなかでは，この「日本経
済論」についてほぼつぎのようなかたちで説明
されている。つまり，まず日本経済の発展に関
して，日本は「明治以来わずか100年たらずの
うちに近代産業を発展させ，欧米の先進国と肩
をならぺるほどに成長し，現在世界有数の工業
国となった」とゑたうえで，しかし「改善しな
（17）けれI笈ならない大きな問題もある」とされてい
る。要するに，明治以降の日本経済の展開を，
工業化＝発展ととらえつつそれを基本的に是認
したうえで，いくつかの残された問題を指摘す
る，という説明のパターンだといってよい。そ
して，この残された「大きな問題」としては，
大きくつぎの３つにまとめられていく。すなわ
ち，①農業と工業の間の生産性および所得格
差，②大企業と中小企業の間の生産性格差，③
地域による所得格差，の３点であり，これらを
柱として，教科書では，以下「日本経済論」の
叙述がすすめられていく構成になっている。
そしてこの３点について，具体的に説明が加
えられたあと，最後に，これらの諸問題の「解
決」については，生徒に対して以下のような態
度を要請することで全体の結びとされている。
「わたしたちは，困難をのりこえていく日本民
族の高い能力を自覚し，たゆまぬ研究心と高い
勤労意欲とをもち，世界の諸国民と手をとりあ
って，日本と世界の経済の発展のために努力し（18）
ていこう。」ｊ;Kられるとおり，「日本民族の高
い能力を自覚」することにより，現代日本経済
のかかえる諸問題は，結局，国民個人々の主体
的な「研究心」や「勤労意欲」や「努力」によ
って解決可能である，といわれている。つま
り，日本経済の諸問題の解決は，経済体制の構
造的改変ではなしに，個人々の主体的努力によ
って可能であると把握されているとゑてよい。
要するに，日本経済のはらむ諸問題の解決に関
して，経済構造の変革にまでいきつかざるをえ
ない側面と，諸個人の主体的努力にまかされる
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格差）が，ごく抽象的にいえば，日本経済の
「問題点」であることは否定できないとはして
も，もう一歩ふゑこんで，ではこれら３つの側
面は実はどう相互に関連して生じているかにつ
いては立入った説明はないといってよい。つま
り，例えば，工業にくらべての農業の停滞(①）
は，独占と非独占・中小企業との「二重構造」
およびそれにもとづく独占の支配強化（②）と
深くむすびついているし，そしてそれがまた地
域格差（③）の原因となっていることはいうま
でもないのである。したがって，日本経済の
「問題点」を個戈別々に羅列的にもちだすので
はなく,それを総合的・有機的に把握してこそ，
生徒は日本経済のもつ「問題点」を全体的に認
識できるはずである。そうでなければ，生徒は
この「問題点」を部分的に知るだけとなり，結
局，日本経済の正しい質的評価は不可能となっ
てしまいかねない。その点と関連して,第３に，
日本経済の「問題点」に関する「体系性」がこ
のように欠けているとすれば，この「体系性」
を前提としての糸あきらかとなる，日本経済に
おいてなぜこのような「問題点」が生成し，か
つ構造的に固定するようになったのか，という
「歴史的」な論点も決して明確とはならない。
つまり「日本経済の諸問題」の発生理由と固定
化の必然性は示されないとぶてよい。この点は
●●
まさに，単に日本経済の諸問題としてではな
く，日本経済が「資本主義」という形態の下で
●●●●
展開されてきたこととの関連で，日本資本主義
の諸問題として解明されなければならないので
あるが，現行カリキュラムの「経済」関係領域
のなかに，明治維新以後の日本資本主義発達史
を概略的にでも説明する部分がないのは，その
点で致命的なのではなかろうか。ヨーロッパを
中心とする資本主義成立史に関する叙述がある
のに，日本資本主義成立・発展史の叙述がない
のは不可解という他はないのである。
また第４に，このように現行カリキュラムで
は，日本資本主義の「問題点」を構造的・「歴
史的」に把握する視点がきわめて弱いが，その
ことから，このような「問題点」の解決を結局
国民１人ひとりの「主体的」な「努力」にまか
せる，という考え方がでてくるのは当然であろ
う。しかし，その方向は，日本経済のもつ諸問
題の解決を，経済制度そのものの改変・変革に
よってではなく，個人の「努力」や「ものの考
え方」などによって実現できるかのような幻想
を，生徒にうえつけるという点で決定的に疑問
である。もちろん，個人の主体性を軽視し，そ
の必要がないというのではないが，しかし，個
人の力でなしとげられる問題と，そうではなく
日本資本主義の構造的変革なくしてはなしとげ
られない問題とは，おのずとその性質と種類と
を別にすることだけは絶対に見おとされてはな
らない。むしろ，カリキュラムはその問題の質
的相違を生徒に正しく認識させるべきであり，
それにもとづきそのうえで，全体として，日本
経済の諸問題を「解決」する道を生徒にさぐら
せるべきであろう。最低限のこととして，問題
のこの二側面の区別をあいまいにして，個人的
努力の必要性に問題を解消してはならないこと
は，いうまでもないのである。したがって「日
本経済論」の「歴史性」・「体系性」・「構造
性」を確保するためには，経済学研究の立場か
らする，つぎのような成果だけは基本的にふま
えられなければならないように思われる。
〔３〕まず第１に，このような「日本経済」
のもつ諸問題は，なによりも「日本資本主義」
のもつ諸問題であるという点を明確にする必要
がある。このことは一見あたりまえのことのよ
うだが，現在日本経済が直面する諸困難は，日
本の経済が資本主義経済として運営されている
ことによって生じていることを，生徒にくもり
なく認識させることが不可欠である。つまり，
経済運営の形式は，資本主義経済だけではない
ことを大前提にしたうえで，現代日本資本主義
の構造的問題を認識し，それをふまえて，この
諸問題の「解決」方法を．ヨリ具体的に，しか
も経済体制の枠自体をも視野に入れたヨリ広い
角度から，生徒に探求させるべきであろう。つ
ぎに第２に，日本資本主義の構造的あり方とい
う場合，それを，一面では，現代日本資本主義
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ような日本資本主義の歴史的特殊性によっても
きわめて大きく条件づけられているという他は
ないのである。
以上，簡単に糸たように，「日本経済の諸問
●●●●
題」は，なによりも日本資本主義の構造的諸問
題として，まず日本資本主義の歴史的特殊性に
基礎的にもとづきながら，さらにそれが，日本
の国家独占資本主義的性格によって，立入って
規定をうけている，といってよいのであり，そ
のような「共通性」と「固有性」の総合のなか
●●
に，日本経済の現実をあきらかにしていくカギ
があるように思われる。
の到達している，資本主義の特殊な発展段階に
よって規定される側面と，他面では，日本資本
主義が明治以来たどってきた特殊な歴史的条件
によってもたらされる側面，との両方から考え
（19）
ていく必要力:ある。つまり，現代日本資本主義
もそのなかにおかれている，資本主義全体に共
通な，資本主義の「現段階」という「共通性」
と，日本資本主義が一方では与件としつつ，他
方ではその成立・発展のなかで形成してきた，
日本資本主義としての「固有性」，との両側面
が明確に区別されたうえで，しかも相互に関連
させて考えることが重要だといってよい。
この両側面をやや具体的にふると，第１の
「共通性」は基本的に，日本資本主義がいわゆ
る国家独占資本主義のかたちをとっていること
に関わるといえる。つまり，現代日本資本主義
がかかえている諸問題（上記①②③）は，いず
れもある意味では，世界各国の国家独占資本主
義にほぼ共通に承られる現象であって，国家が
前面にでて社会を「組織化」する際に，その方
式が，農業の整理縮小と一定の温存，太平洋ベ
ルト地帯偏重の産業整備，中小企業の整理と全
面的合理化＝資本の集中・集積，というかたち
で展開することの帰結だとふてよい。このよう
に現代日本資本主義の諸問題は,まず一方では，
日本の国家独占資本主義によって形成されてい
るわけである。つぎに第２の「固有性」は，い
うまでもなく，日本が後進国として資本主義化
を開始し，そのために手厚い国家の保護・育成
を受けながら，急速にその発展をすすめざるを
えなかったという，日本の後進資本主義として
の歴史的特殊性にもとづいている。そのことか
ら，一方では，農業未発達の下で，それを成長
基盤として早期に独占体・金融資本が形成され
たために，農工格差，中小企業一大企業格差は
きわめて大きなかたちであらわれたし，他方で
は，それにともなって，国家政策による地域開
発が大規模にすすめられつつ，産業中核地域が
偏重的に発展させられたため必然的に地域格差
を強化していくことにもなった。したがって，
現代日本資本主義の諸問題は，他面では，この
おわUに
これまで，現行教科書にそくして，カリキュ
ラムのもつ問題点のいくつかを簡単に指摘して
きたが，最後にそれらの問題点をおおまかに整
理しておくことにする。具体的にゑてきたよう
にそこには様々な論点がみられたが，それを総
括すると，現行「経済」関係領域カリキュラム
に何よりも不足しているのは，「体系性」と｢歴
史性」という視点であるように思われる。つま
り，ある教材が全体のなかでどういう位置づけ
と意義をもち，しかもその教材の内部でのいく
つかの叙述が相互にどう論理性をもつのか，と
いう「体系性」がまず弱いのであり，そのこと
が結局，その教材であつかっている経済的事実
がどのようにして成立し，どう発展しながら，
どう変化していくのか，ということに関する
「歴史性」のあいまいさにつながっている。あ
る対象を論理的に「体系性」をもって把握・認
識することは，言葉をかえれば，その対象の運
動を「歴史性」のなかで分析・解明することだ
といってよいが，この「体系性」＝「歴史性」
の連環が現行カリキュラムでは決定的に欠落し
ているという他はない。したがって，そうであ
れば，自分たちの住んでいる社会を構造的にと
らえながら，ヨリよい社会をつくっていくため
の認識を生徒に与えることを課題とする，社会
科の一部をなす「経済」関連領域の現行カリキ
ュラムには，その点で大きな阻害的要因が残さ
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れていると考えざるをえないのである。 (6)，(7)帝国書院版『中学社会科公民』。
(8)宇野弘蔵『経済原論』（岩波全書，1964年）参
照。
(9)前掲，東京書籍版。
⑩，⑪宇野弘蔵『恐慌論』（岩波書店，1953年）参
照。
⑫，⑬，⑭前掲，東京書籍版。
⑮武田・遠藤・大内『近代財政の理論』（時潮社，
1955年）参照。
(10大内力『国家独占資本主義』（東大出版会，１９７０
年）参照。
⑰，⑱前掲，東京書籍版。
(1)大内力『日本経済論上』（東大出版会，１９６２
年）参照。
注
(1)なお新指導要領では次のような構成をなしてい
る。大項目「国民生活の向上と経済」－(7)「消費
生活と経済の仕組ゑ」，（ｲ)「職業と生産活動」，
（分「国民生活と福祉」，い「貿易と国際協力」。
(2)宇野弘蔵『経済学方法論』（東大出版会，1962年）
参照。
(3)学校図書版『中学校社会３』．
(4)大内秀明『価値論の形成』（東大出版会，1964年）
参照。
(5)東京書籍版『新訂新い､社会３』。
